
























































国家戦略特区制度の運用状況 

 

１ 東京圏における「国家戦略特別区域及び区域方針」〔内閣総理大臣決定〕 

(1) 指    定：平成２６年５月１日 

(2) 対象区域：東京都、神奈川県（横浜市含む）並びに千葉市及び成田市 

(3) 東京圏全体の目標： 

「2020年開催の東京オリンピック・パラリンピックも視野に、世界で一番ビジネスのしやすい環境を整備する

ことにより、世界から資金・人材・企業等を集める国際的ビジネス拠点を形成するとともに、近未来技術の実

証や創業分野等における起業・イノベーションを通じ、国際競争力のある新事業を創出する。」 

(4) 政策課題：外国人居住者を含め、ビジネスを支える生活環境の整備 他 

(5) 事業に関する基本的事項：待機児童解消のための都市公園における保育所等の設置 他 

 

２ 横浜市の認定事業 [４件]の概要 

認定事業の概要 活用した特例措置   特例措置の概要 （ ）は特区法 

①神奈川区反町公園 

における保育所設置 

 （こども青少年局） 

・保育所設置における都市公園法

の特例 

 ⇒政令市で初。その後、都市公園

法の改正により全国措置化（特区

外でも設置可能） 

保育等福祉サービスの需要増加に対応するた

め、保育所等の社会福祉施設について、一定の

基準を満たす場合には、都市公園の管理者は

占用許可を与える。(法第 20 条の２） ※都市公園法

改正に伴い削除 

②横浜駅きた西口鶴屋

地区の住宅整備 

 （都市整備局） 

・住宅容積率に係る建築基準法の

特例⇒全国初 

 

 

・都市計画の決定又は変更に係る

都市計画法の特例 

・都市計画で定めた容積率を超える住宅につい

て、特区における区域計画で定める最高限度等

の範囲内で、個別の許可によらずに建築できる。

（法第 16 条） 

・国家戦略都市計画建築物等整備事業として内

閣総理大臣の認定を受けた場合､県知事・国交

相同意等を要する手続きが不要となることから､

期間が短縮される（概ね２か月）（法第 21 条） 

③横浜市大附属病院の

臨床試験専用病床の

整備 

（横浜市立大学、医療局） 

・病床規制に係る医療法の特例 

 

 

・臨床試験専用病床に係る医療法

施行規則の特例⇒全国初 

・医療法に基づく基準病床数制度による病床過

剰地域で、最高水準の医療を提供する事業で増

床を可能とする。（法第 14 条） 

・患者以外を対象とする臨床試験専用の病床整

備は、床面積及び廊下幅の基準を緩和する。

（構造改革特区法第２条第２項） 

④横浜市大附属病院で

の保険外併用療養特

例の適用 

（横浜市立大学、医療局） 

･保険外併用療養に関する特例 

 ⇒神奈川県内初 

日本で未承認もしくは適応外の医薬品・医療機

器等を用いた治療について、先進医療の審査の

迅速化を活用し、通常（概ね６か月）よりも早い期

間（概ね３か月）で承認を得ることが可能となる。

（法第 26 条） 
 

国家戦略特区に関する調整としては、この他に、国との協議を進める中で、現行法制度の枠内で 

特区活用を選択せずに運用上の工夫により実施した案件などがあります。 

 

３ 今後の取組 

国家戦略特区は、規制緩和により、国際競争力の強化や国際的な経済活動の拠点の形成を目指す有 
益な制度です。横浜市は、本制度など国のメニューを最大限活用しながら、大都市としての総合力を 
活かし、横浜経済の活性化と日本経済を牽引する役割を果たすよう取り組んでいきます。 

平成 2 9 年 1 1 月 2 9 日 
大都市行財政制度特別委員会 
経 済 局 ・ 政 策 局 



国家戦略特区における横浜市の取組について 

～神奈川区の反町公園内へ保育所を設置～ 

＜都市公園内への保育所等設置は、政令市第１号の計画案＞ 

本日、東京圏国家戦略特別区域会議（第 10 回）において、「都市公園内占用保育所等設置事業」  

として、神奈川区にある反町公園内に保育所を設置することが、区域計画案に盛り込まれました。 

１ 東京圏国家戦略特別区域計画（案）に盛り込まれた取組（横浜市分抜粋） 

名称：都市公園占用保育所等施設設置事業 

内容：都市公園の占用許可に係る都市公園法の特例 

（国家戦略特別区域法第 20条の２に規定する都市公園占用保育所等施設設置事業） 

民間事業者が横浜市立反町公園（神奈川県横浜市）に保育所を設置するため、横浜市が同

公園内の施設を当該事業者に提供し、保育サービスの需要に対応する。【平成 29年４月設置】 

２ 今後の予定 

近日中に、内閣府が、国家戦略特区諮問会議に諮ったうえで、内閣総理大臣への認定申請を  

行う予定です。 

＜林 文子 横浜市長コメント＞ 

東京圏国家戦略特別区域会議において、政令市で初となる「都市公園内への保育所等の設置」

が、計画案に盛り込まれました。 

保育所用地の確保が困難な都市部において、都市公園内の保育所等の設置は、待機児童解消に

向けた新たな打開策として、大きな効果が期待できます。 

公園を利用される皆様のご理解をいただきながら、引き続き、待機児童解消に向けて、全力を

注いでまいります。 

裏面あり 

平成 28 年３月 24 日 
こども青少年局保育対策課  
経済局成長産業振興課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



保育所概要 

公園名 反町公園（神奈川区反町一丁目 12） 

整備方法 横浜市が所有する旧管理詰所を社会福祉法

人に貸与し、社会福祉法人が施設の設計、改

修及び運営を行います。 

事業種別 認可保育所（乳児保育所又は保育所分園） 

定員規模 20～40 人程度、延床面積約 170 ㎡（鉄筋コ

ンクリート造平屋建て）

【案内図】 

お問合せ先 

（都市公園内への保育所等設置事業について）

こども青少年局保育対策課担当課長 岡本 今日子 Tel 045-671-4221 
（国家戦略特区の制度について）

経済局成長産業振興課担当課長   守屋 喜代司 Tel 045-671-4600 

旧管理詰所



 

 

本日、東京圏国家戦略特別区域会議（第12回）において「横浜駅きた西口鶴屋地区」に

おける国家戦略住宅整備事業及び国家戦略都市計画建築物等整備事業が区域計画案に盛

り込まれました。 

１ 国家戦略特区の活用内容について 

(1)住宅容積率の特例：国家戦略住宅整備事業(国家戦略特別区域法 第 16 条)

当地区では、グローバル企業の就業者等の生活支援に必要な機能を併設した住宅を整備

(2)都市計画法の特例:国家戦略都市計画建築物等整備事業(国家戦略特別区域法 第 21 条)

当地区では、都市再生特別地区の変更、地区計画の変更および市街地再開発事業の決定

２ 今後の予定 

近日中に、内閣府が、区域計画案を国家戦略特区諮問会議に諮ったうえで、内閣総理大臣

へ認定を申請します。 

（参考）区域計画認定の流れ 

  区域会議で素案の承認（H27.11.26）⇒ 横浜市都市計画審議会（H28.6.23） 

⇒区域会議で案の承認（本日）⇒諮問会議で案の承認⇒内閣総理大臣が区域計画の認定

裏面あり 

平成 28 年 8 月 31 日 
都市整備局都心再生課 
経済局成長産業振興課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

＜林 文子 横浜市長コメント＞ 

本日、住宅容積率が大きく緩和される国家戦略住宅整備事業として、全国で初めて

「横浜駅きた西口鶴屋地区の事業」が区域計画案に盛り込まれました。認定も間近と

なり、いよいよスタートが近づいてきました。この事業により、海外から横浜都心臨

海部に進出した企業の就業者にとって暮らしやすい、「多言語対応」で「職住近接の住

環境」を整備し、横浜都心臨海部の国際的ビジネス拠点機能を更に高めていきます。 

横浜駅きた西口鶴屋地区における２段階の容積率の緩和 

指定容積率【５００％】 

都市再生特別地区による容積率緩和【６８０％】 

国家戦略住宅整備事業による住宅容積率の加算（全国初！）【８５０％】 

横 浜 駅 き た 西 口 鶴 屋 地 区 で 全 国 初 ！ 
住宅容積率の緩和を活用した国家戦略住宅整備事業！



 

 

 

 

施行場所：神奈川区鶴屋町一丁目６番地 他 

施行面積：約 0.8ha 

施設概要：住宅、ホテル、商業、多言語対応のﾒﾃﾞｨｶﾙﾓｰﾙ・ 

24時間常駐ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭｻｰﾋﾞｽ・子育て支援施設 等 

事業期間：平成 28 年度～33年度 

事業主体：横浜駅きた西口鶴屋地区市街地再開発準備組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 国家戦略住宅整備事業とは 

容積率を緩和することにより、国家戦略特別区域内において産業の国際競争力の強化及び国際的な

経済活動の拠点の形成を図るために必要な住宅の整備を促進する事業 

※ 国家戦略都市計画建築物等整備事業とは 

都市計画の決定又は変更をし、国家戦略特別区域内において産業の国際競争力の強化及び国際的な

経済活動の拠点の形成を図るために必要な建築物その他の施設の整備を促進する事業。 

※区域会議の配布資料は、内閣府ホームページに掲載されます。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/tokyoken.html 

 

お問合せ先 

（横浜駅きた西口鶴屋地区の事業について） 

都市整備局都心再生課横浜駅周辺等担当課長  木村 裕毅   Tel 045-671-3679 

（国家戦略特区の制度について） 

経済局成長産業振興課担当課長        守屋 喜代司  Tel 045-671-4600 

位 置 図 

横浜駅きた西口鶴屋地区の事業概要 

 

概 要 図 

外観イメージ 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/tokyoken.html


東京圏国家戦略特別区域計画の認定について 

 

本日、東京圏国家戦略特別区域会議（第13回）において、公立大学法人横浜市立大学附

属病院の「臨床試験専用病床整備事業」が、区域計画案に盛り込まれました。 

これにより、同病院において、26年12月に認定を受けた「病床規制に係る医療法の特例」

と組み合わせ、専ら健康な人を対象にした臨床試験専用の20床の整備が実現します。 

これらの特例を活用して臨床研究の症例数を増加させ、画期的な薬の開発等を進めます。 

※臨床試験専用病床とは・・患者以外の者を被験者として行われる治験、その他の臨床試験（被験

者の入院期間がおおむね10日以内であるもの）を実施する場合に、当該被験者を入院させるた

めの病床 

１ 事業内容について 

〇緩和の必要性 

・健康な人を対象とする治験等を行う際に、対象者が分散し、管理が非効率

・患者向けの病床利用率が高く、院内整備ができないため、既存の建物を活用

〇臨床試験専用病床における施設基準の緩和 

２ 今後の予定 

近日中に、内閣府が、区域計画案を国家戦略特区諮問会議に諮ったうえで、内閣総

理大臣へ認定申請を行う予定です。 

平 成 2 8 年 ９ 月 3 0 日 
横浜市経済局成長産業振興課
横 浜 市 医 療 局 医 療 政 策 課 
公立大学法人横浜市立大学 
医学・病院統括部臨床研究推進課

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

【現行の基準】 

(医療法施行規則第 16 条第１項第３号､第 11 号) 

病床面積 ６．４㎡以上/一人当たり 

廊下幅  両側居室２．１ｍ以上 

【緩和後の基準】構造改革特区の特例を活用 

(構造改革特別区域法第 34 条に基づく省令) 

病床面積 ４．３㎡以上（２人以上病室）/一人当たり 

廊下幅  両側居室 1．6ｍ以上 

※診療所の一般病床と同基準

全国初！「臨床試験専用病床」の施設基準を緩和！ 
横 浜 市 大 附 属 病 院 に お い て 2 0 床 増 床 ！

【治験病室】※イメージ

【臨床薬理センター】 

裏面あり



 

 

 

 

 

 

〇法第 10 条第１項に規定する構造改革特別区域法の特定事業の名称及び内容 

名称：臨床試験専用病床整備事業 

  内容：臨床試験専用病床に係る医療法施行規則の特例 

    （構造改革特別区域法第 34 条に規定する政令等規制事業） 

公立大学法人横浜市立大学（神奈川県横浜市）が、同大学附属病院において、

病室の床面積及び廊下幅の基準を緩和する特例を活用して、患者以外の者を対象

とした臨床試験を行う専用病床を整備し、医薬品等の開発を促進する。 

【平成 28 年中に実施】 

 

 

※国家戦略特別区域法第10条第１項 

国家戦略特別区域会議は、国家戦略特別区域における産業の国際競争力の強化又は国際的な経 

済活動の拠点の形成を図るために必要と認めるときは、区域計画に、次に掲げる事項を定める 

ことができる。 

・国家戦略特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする構造改革特別区域法第２条 

第２項に規定する特定事業の内容、実施主体及び開始の日に関する事項 

（以下、略） 

 

 ※構造改革特別区域法第２条第２項 

この法律において「特定事業」とは、地方公共団体が実施し又はその実施を促進する事業のう 

ち、別表に掲げる事業（★）で、規制の特例措置の適用を受けるものをいう。 

  ★今回の事業は、「臨床試験専用病床整備事業」として、近日中に別表に追加される見込み。 

   患者以外の者を対象とした臨床試験を行う専用病床を整備する際に、病室の床面積及び当該病

室に隣接する廊下幅の基準が緩和される特例。 

   

※区域会議の配布資料は、内閣府ホームページに掲載されます。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/tokyoken.html 

 

 

 

お問合せ先 

（国家戦略特区の制度について）  

経済局成長産業振興課担当課長             守屋 喜代司  Tel 045-671-4600 

（横浜市の医療政策について）  

医療局医療政策課長                  倉本 裕義   Tel 045-671-2438  

（公立大学法人横浜市立大学の取組について）  

公立大学法人横浜市立大学医学・病院統括部臨床研究推進課長 中川 淳孝  Tel 045-370-7933 
 

区域計画案 

 

【参考】 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/tokyoken.html


東京圏国家戦略特別区域計画の認定について 

本日、国家戦略特別区域諮問会議が開催され、公立大学法人横浜市立大学の病床規制に

係る医療法の特例を含む「東京圏 国家戦略特別区域計画」について、内閣総理大臣の認

定が行われましたので、情報提供します。 

なお、横浜駅周辺地区の住宅容積率の緩和は、平成 27 年中の認定を目指し、引き続き

計画の熟度を高める準備を進めます。 

１ 東京圏国家戦略特別区域計画 

  別紙のとおり 

２ 区域計画に盛り込まれた市内の取組 

名称：国家戦略特別区域高度医療提供事業 

内容：病床規制に係る医療法の特例 

  公立大学法人横浜市立大学（神奈川県横浜市）が、画期的な神経疾患等の診断

薬やインフルエンザ等ウイルス感染症の治療薬の開発を行い、高度な医療を提供

するため、同大学附属病院（横浜市金沢区）に専用病床（新規病床 20 床）を確

保する。【平成 28 年中に実施】 

お問合せ先 

（国家戦略特区について） 

経済局成長産業振興課 担当課長 守屋 喜代司   Tel 045-671-4600 

政策局政策課     担当課長 岩岡 敏文     Tel 045-671-3203 

（公立大学法人横浜市立大学の取組について） 

公立大学法人横浜市立大学医学・病院統括部総務課長 渡邉 昇 Tel 045-787-2804 

平成 26 年 12 月 19 日 
経済局成長産業振興課 
政 策 局 政 策 課 

横 浜 市 情 報 提 供 資 料 

＜林 文子 横浜市長コメント＞ 

このたび、横浜市立大学附属病院における病床規制の特例が認定されました。 

今後、専用病床の増床により、臨床研究症例数を増加させ、神経疾患等の診断薬や

インフルエンザ等ウイルス感染症の治療薬の開発をスピーディーに進めていきます。

そして、世界競争に打ち勝つ、高度医療や関連産業を創出できるよう、力を尽くして

まいります。 

横浜駅周辺地区の住宅容積率緩和についても引き続き準備を進めます。そして、大

規模なリノベーションを加速させ、グローバル企業を多数誘致するための生活環境を

整備し、横浜都心部が国際的なビジネス拠点となるよう、一日も早い事業の実現を目

指します。 



 
 



 
 



  

 
 



国家戦略特区における横浜市の取組について 

～横浜市立大学附属病院が「保険外併用療養に関する特例対象医療機関」に～ 

本日、東京圏国家戦略特別区域会議（第６回）の区域計画に、横浜市立大学附属病院が「保険

外併用療養の特例対象医療機関」とされることが盛り込まれました。 

横浜市内及び神奈川県内では、初めての医療機関となります。 

１ 東京圏国家戦略特別区域計画 （案）に盛り込まれた取組（横浜市分抜粋） 

名称：保険外併用療養に関する特例 関連事業 

  内容：保険外併用療養に関する特例 

（国家戦略特別区域法第 26 条に規定する政令等規制事業） 

以下に掲げる医療機関が、米国、英国、フランス、ドイツ、カナダ若しくはオースト

ラリアにおいて承認を受けている医薬品等であって、日本においては未承認の医薬品等

又は日本において適応外の医薬品等を用いる技術すべてを対象として、保険外併用療養

に関する特例を活用し、迅速に先進医療を提供できるようにする。 

 公立大学法人横浜市立大学附属病院（神奈川県横浜市） 

（例） TFS（Tissue Fixation System）を用いた腹圧性尿失禁の治療など 

２ 今後の予定 

近日中に、内閣府が、国家戦略特区諮問会議に諮ったうえで、内閣総理大臣への認定申請

を行う予定です。 

裏面あり 

平 成 2 7 年 1 0 月 1 4 日 
横 浜 市 医 療 局 医 療 政 策 課 
横浜市経済局成長産業振興課 
公 立 大 学 法 人 横 浜 市 立 大 学 
医 学 ・ 病 院 統 括 部 総 務 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

＜林 文子 横浜市長コメント＞ 

東京圏国家戦略特別区域会議において、横浜市立大学附属病院を「保険外併用療養

の特例対象医療機関」に加える計画案が示されました。 

認定されれば、同病院が先進的な医療をいち早く市民の皆様にお届けできるように

なり、また今後、医療法に定められた「臨床研究中核病院」の認定を目指すにあたっ

ての大きなはずみになります。 

横浜市としても、臨床研究や治験を加速化させる「横浜臨床研究ネットワーク」へ

の支援等を進めています。これとの相乗効果により、創薬や先進的な治療法などの研

究成果を、可能な限り早期に市民の皆様に還元できるよう、引き続き連携して取組を

推進していきます。 



 

 

※ 東京圏の区域 

    東京都、神奈川県、千葉県成田市 

※ 保険外併用療養とは 

保険診療 と 保険外診療（自由診療）を併用して治療を行う場合、保険診療部分も含めて

全て自己負担となるが、厚生労働大臣の認める先進医療や、差額ベッド代等、患者の自由な

選択による費用について、保険診療との併用を認めるもの。 

※ 保険外併用療養に関する特例とは 

国家戦略特区において、内閣総理大臣の認定を受けた医療機関が、最先端の医療や適応外

の医薬品の使用などの先進医療を実施する場合、速やかに評価を開始できるよう、先進医療

の申請を受けてから通常６か月程度かかる審査期間を、３か月程度に短縮する特例。 

【既に認定を受けている医療機関】 

東京圏：慶應義塾大学病院、独立行政法人国立がん研究センター中央病院、 

東京大学医学部附属病院、公益財団法人がん研究会有明病院、 

順天堂大学医学部附属順天堂医院、東京医科歯科大学医学部附属病院 

   関西圏：大阪大学医学部附属病院、独立行政法人国立循環器病研究センター、 

京都大学医学部附属病院 

   愛知県：名古屋大学医学部附属病院、独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 

※ 臨床研究中核病院とは 

国際水準の臨床研究や医師主導治験の中心的な役割を担う病院。実施体制や実績、施設、

人員が整備されている病院が承認される。 

全国では、国立研究開発法人国立がん研究センター中央病院（東京都中央区）、国立大学

法人東北大学病院（宮城県）、国立大学法人大阪大学医学部附属病院（大阪府）、国立がん研

究センター東病院（千葉県）が承認されている。 

※ 横浜臨床研究ネットワークとは 

横浜市立大学が中心となり、横浜市とその周辺の中核病院（15 病院：7,872 床）が連携し

て治験や臨床研究の推進に取り組むためのネットワーク。 

※ 区域会議の配布資料（区域計画（案）を含む）は、内閣府ホームページに掲載されます。 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/tokyoken.html 

 

 

 

お問合せ先 

（横浜市の医療政策について） 

医療局医療政策課長       倉本 裕義     Tel 045-671-2438 

（国家戦略特区の制度について） 

経済局成長産業振興課担当課長  守屋 喜代司   Tel 045-671-4600 

（公立大学法人横浜市立大学の取組について） 

公立大学法人横浜市立大学医学・病院統括部総務課長 小田 英一 Tel 045-787-2804 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/tokyoken.html
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